
 

体験の機会の場の認定の申請要領 新旧対照表 

改正案 現行 

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（平成 15 年法律第 130
号。以下「法」という。）第 20 条に規定する体験の機会の場の認定については、

同法第 20 条の８において、体験の機会の場として提供される土地又は建物が２

以上の都府県にわたる場合には、主務大臣が行うこととされています。本申請要

領では、その場合の申請方法について説明するとともに、申請書類の作成例等を

示します。 
（略） 
法第 20 条第３項に規定する認定の具体的な申請方法は、環境教育等による環

境保全の取組の促進に関する法律施行規則（平成 24 年文部科学省・農林水産省・

経済産業省・国土交通省・環境省令第２号。以下「施行規則」という。）第９条に

規定されています。申請者は、別添の「申請者チェック表」に必要な事項を記入

して、添付書類と共に提出してください。 

施行規則 説明 

（略）  

四 申請の日の属する事業年度の

直前の事業年度における認定の

申請に係る体験の機会の場で行

う事業の実績を記載した書類 
 
 
 
 

■ 次に掲げる事項を含む書類（書面の

例を別紙２に示す。） 
・直前の事業年度に行ってきた事業の内

容 
・事業を行った場所、所要時間、実施回

数 
・事業の対象者、参加者数 
※事業として複数の種類のプログラム

等を実施している場合は、それぞれの

種類ごとに記載する。 

「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」（平成 15 年法律第

130 号）第 20 条に規定する体験の機会の場の認定については、同法第 20 条の

８において、体験の機会の場として提供される土地又は建物が２以上の都府県

にわたる場合には、主務大臣が行うこととされています。本申請要領では、そ

の場合の申請方法について説明するとともに、申請書類の作成例等を示します。 
 
（略） 
法第 20 条第３項に規定する認定の具体的な申請方法は、「環境教育等による

環境保全の取組の促進に関する法律施行規則」第９条に規定されています。申

請者は、別添の「申請者チェック表」に必要な事項を記入して、添付書類と共

に提出してください。 
 

施行規則 説明 

（略）  

四 直近の三事業年度の各事業年

度における認定の申請に係る体

験の機会の場で行う事業の実績

を記載した書類 
 
 
 
 
 
 

■ 次に掲げる事項を含む書類（記入例

を別紙２に示す。） 
・直近の三事業年度に行ってきた事業

の内容 
・参加者数 
・事業の対象者、事業を行った場所 
・体験活動のプログラムの内容、所要時

間、指導者の氏名 



 

五 申請の日の属する事業年度及

び翌事業年度における事業計画

書及び収支予算書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 事業計画書については次に掲げる事

項を含む書類（書面の例を別紙３に

示す。） 
・事業の内容、事業を行う場所、所要時

間、実施回数、事業の対象者 
・参加定員数、参加費用 
※事業として複数の種類のプログラム

等を実施している場合は、それぞれの

種類ごとに記載する。 
 
 
 
■ 収支予算書については、申請に係る

事業の収支予算書とし、次に掲げる事項

を含む書類（書面の例を別紙４に示す。） 
・収入の見込み（参加費等による収入、

助成金等） 
・支出の見込み（講師謝金、場所代、人

件費、庶務費等） 
六 認定の申請に係る体験の機会

の場で行う事業の参加者及び実

施者の安全の確保を図るための

措置（当該事業に係る土地又は建

物の管理に関する事項を含む。）

について記載した書類 

■ 書面の例を別紙４の２に示す 
  

 

七 認定の申請に係る体験の機会

の場で行う事業について知識及

び経験を有する者の確保の状況

■ 次に掲げる事項を含む書類（書面の 
例を別紙５に示す。） 

・体験の機会の場で行う事業に従事する

五 申請の日の属する事業年度及

び翌事業年度における事業計画

書及び収支予算書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 事業計画書については次に掲げる

事項を含む書類（記入例を別紙３に

示す。） 
・体験活動のプログラム内容、所要時

間、指導者の氏名 
・参加定員数、参加費用 
・施行規則第９条第２項第６号に規定

する、参加者及び実施者の安全の確保

を図るための措置（当該事業に係る土

地又は建物の管理に関する事項を含

む。）に関する具体的な内容 
・年間計画表 
■ 収支予算書については、申請に係る

事業の収支予算書とし、次に掲げる事項

を含む書類（記入例を別紙４に示す。） 
・収入の見込み（参加費等による収入、

助成金等） 
・支出の見込み（講師謝金、場所代、人

件費、庶務費等） 
六 認定の申請に係る体験の機会

の場で行う事業の参加者及び実

施者の安全の確保を図るための

措置（当該事業に係る土地又は

建物の管理に関する事項を含

む。）について記載した書類 

■ 別紙３に記載。 
 
 
 
 

七 認定の申請に係る体験の機会

の場で行う事業について知識及

び経験を有する者の確保の状況

■ 次に掲げる事項を含む書類（記入例 
を別紙５に示す。） 

・体験の機会の場で行う事業に従事す



 

● 問合せ先 
環境省 大臣官房総合政策課環境教育推進室（電話 03-3581-3351 内線(6271)） 
文部科学省 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 (電話 03-5253-
4111 内線(2260)) 
農林水産省 農村振興局農村政策課農村政策推進室（電話 03-3502-8111 内線

（5535)） 
経済産業省 産業技術環境局環境政策課（電話 03-3501-9271） 
国土交通省 総合政策局環境政策課（電話 03-5253-8111 内線（24-332)） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他の業務の実施体制につい

て記載した書類 
者の氏名及び役割 
・知識及び経験に関する説明 
・体験の機会の場で行う事業が、施行規

則第８条第１項第６号の「指導の下に適

切に行われるもの」に該当する場合に

は、その指導方法に関する説明 
八 認定の申請に係る体験の機会

の場で行う事業の参加に要する

費用の額及び当該事業の参加定

員に関する事項を記載した書類 

■ 書面の例を別紙３に示す。 
 
 
 

（略） （略） 

● 問合せ先 
環境省 総合環境政策局環境経済課環境教育推進室（電話 03-3581-3351 内線

(6271)） 
文部科学省 生涯学習政策局社会教育課 (電話 03-5253-4111 内線(3080)) 
農林水産省 農村振興局農村政策課農村政策推進室（電話 03-3502-8111 内線

（5535)） 
経済産業省 産業技術環境局環境政策課調和産業推進室（電話 03-3501-9271） 
国土交通省 総合政策局環境政策課（電話 03-5253-8111 内線（24-332)） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他の業務の実施体制につい

て記載した書類 
る者の氏名及び役割 
・知識及び経験に関する説明 
・体験の機会の場で行う事業が、施行規

則第８条第１項第６号の「指導の下に適

切に行われるもの」に該当する場合に

は、その指導方法に関する説明 
八 認定の申請に係る体験の機会

の場で行う事業の参加に要する

費用の額及び当該事業の参加定

員に関する事項を記載した書類 

■ 別紙３に記載。 
 
 
 

（略） （略） 



 

別添  
申請者チェック表 

（略） 

 

別添 
申請者チェック表 

（略） 

 

 



 

認定基準等適合自己チェック 

 

認定基準等適合自己チェック 

 



 

別紙２ 事業の実績を記載した書類の例 

 

別紙２ 事業の実績を記載した書類の例 

  



 

別紙３ 事業計画書の例 

 

別紙３ 事業計画書の例 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

別紙４ 収支予算書の例 

 

別紙４ 収支予算書の記載例 

 



 

別紙４の２ 施行規則第９条第２項第６号の書類の例 

 

別紙４の２ 施行規則第９条第２項第６号の書類の例 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 



 

別紙５ 施行規則第９条第２項第７号の書類の例 
 

 
 
 

別紙５ 施行規則第９条第２項第７号の書類の記載例 
 

 

 
 


